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会社役員に関する事項

会社役員に関する事項
(1) 責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役全員（６名）との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第
１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結しております。

(2) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おります。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社および子会社の取締役、監査役および執行役員
ならびに一部の関連会社の取締役、監査役および執行役員であり、被保険者は保険料を負担してお
りません。当該保険契約により、被保険者が業務として行った行為に起因して、保険期間中に第三
者から損害賠償請求がなされた場合の損害を当該保険契約により填補することとしております。
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会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称 EY新日本有限責任監査法人

当社が支払うべき当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 226百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 514百万円

会計監査人に関する事項

(2) 会計監査人の報酬等の額

(注) １. 百万円未満は、切り捨てて表示してあります。
２. 監査等委員会は、日本監査役協会の「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査計画の

内容、監査時間および配員計画、従前の事業年度における職務の遂行状況、報酬見積の算出根拠の妥
当性等を検討した結果、会計監査人の報酬等について同意を行っております。

３. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、報酬等の額にはこれらの
合計額を記載しております。

４. 重要な子会社のうち、国内の子会社につきましてはEY新日本有限責任監査法人が会計監査人となって
おり、また海外の子会社につきましてはErnst & YoungまたはDeloitte Touche Tohmatsuの監査を
受けております。

(3) 非監査業務の内容
　当社は、EY新日本有限責任監査法人に対して、保証業務や各種コンサルティング業務等を委託
し、報酬を支払っています。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
① 監査等委員会は、会計監査人の適格性もしくは独立性を害する事由の発生またはその他の理由

により、会計監査人の適正な職務の遂行が困難であると判断した場合は、会計監査人を解任す
ることまたは再任しないことを株主総会に提出する議案の内容として決定するものとします。

② 監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し、会計監査人の適
正な職務の遂行に重大な支障が生じたと判断した場合は、監査等委員全員の同意により会計監
査人を解任するものとします。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
＜決議の内容の概要＞

・コンプライアンスの徹底を当社の最重要課題と位置付ける。なお、当社における「コンプライアンス」とは、法令遵守
はもとより社会の信頼に応える高い倫理観をもって、全役員・従業員一人ひとりが行動することとする。

・「コンプライアンスに関する基本的な取り組み方針」、「コンプライアンスに関する行動基準」を役員・従業員に周知
徹底し、コンプライアンスの実効性を確保する。

・社外の有識者を委員として招聘した「コンプライアンス委員会」から、コンプライアンスの推進や体制整備についての
客観的な助言・監督・評価を得て、リスクマネジメント部がコンプライアンスに係る事項を管理・推進し、各部門の代
表者が出席する「品質・コンプライアンス推進会議」を通じてその活動を全社に展開する。また、監査部が監査を行う
ことにより、コンプライアンスに係る内部監査機能を確保する。

・監査部は、「コンプライアンス」、「リスク管理体制」、「コーポレートガバナンス」等に関連する経営諸活動の状況
を、独立的な立場で公正かつ客観的に評価し、改善指示・要望を行うことにより、会社が社会から存在価値を認められ
信頼を得ること、および会社の経営目標の達成に資することを目的として内部監査を行う。

・取締役会の業務執行監督機能の客観性・中立性・透明性を高めるため、独立した立場の社外取締役を置く。
・反社会的勢力や団体との一切の関係を遮断し、不当な要求等を拒否するため、毅然とした態度で対応する。
・コンプライアンスに関する社内通報・相談の窓口として、3つの相談窓口（職場窓口、部門内窓口、全社窓口）を設置す

る。また、何らかの理由で社内相談窓口での相談・解決が難しい場合の対応として、外部の弁護士事務所に目安箱（社
外相談窓口）を設置する。

＜運用状況の概要＞
・2024年11月に「コンプライアンス委員会」を、会長CEOのモニタリングの下、社長COOを委員長、重要法令を所管す

る各部門長をメンバーとし、監査等委員および監査部をオブザーバーとしたより実効性の高い新体制へと改編し、同委
員会からコンプライアンス活動の推進および体制の整備についての指示・助言を受け、コンプライアンスの徹底に努め
ている。

・社内でのコンプライアンス活動の実効性を高めるため、役員および従業員にコンプライアンス・ガイドブックを配布
し、適宜内容の見直しを行いながら、方針や基準について周知徹底している。

・各部門に設置したコンプライアンス推進者をメンバーとする「品質・コンプライアンス推進会議」を定期的に開催し、
施策の社内展開を図るとともに、各部門における活動状況の把握を行っている。

・コンプライアンスリスク低減活動の一環として、リスクアセスメントの結果を踏まえた重要リスクの特定とその対策に
取り組んでいる。

・報告・相談窓口の実効的な運用のため、定期的に報告・相談窓口の再周知を実施するとともに通報者保護の徹底等、適
切に対応している。

・社外弁護士事務所に設置した目安箱（ヘルプライン）へ通報された事案に対しても速やかに適切な対応を行っている。
・コンプライアンスにかかる従業員向けアンケートを実施し、アンケート結果を基に、コンプライアンス活動の改善、見

直しを図っている。
・反社会的勢力や団体との関係遮断について、全ての国内法人との間の契約書に、反社会的勢力排除条項を盛り込んでい

る。

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　当社が会社法および会社法施行規則に基づき取締役会で決議した「業務の適正を確保するための体
制の整備に関する基本方針」および取締役会で確認した「運用状況の概要」は、次のとおりでありま
す。
　当社は、業務の適正を確保するための体制の構築の基本方針を次のとおりとし、これに基づき体制
を整備・維持いたします。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
＜決議の内容の概要＞

・法令および「取締役会規則」その他の社内規則に従い、取締役会議事録その他の取締役の職務執行に関する情報につい
て、情報ごとにこれを保存および管理すべき主管部署を定め、当該主管部署において、これを適切に保存および管理す
るとともに、秘密情報については、法令および「秘密情報取扱規則」に従い、秘密情報管理統括責任者が、これを適切
に管理する。また、監査等委員会の要請に応じてその閲覧に供する。

・情報管理および情報セキュリティ管理については、「グループ情報セキュリティ方針」に従い、各部門によるセキュリ
ティ対策実施状況をグループCRMOおよび各部門代表者からなる「情報セキュリティ統括会議」が評価することによっ
て適切な情報管理体制を敷き、その状況について適宜取締役会に報告することにより、情報管理を徹底する。

・当社と協業パートナーとの信頼関係を損なう事態に至ることを防止することを目的として、「協業情報取扱規則」を制
定している。これにより、協業パートナーの秘密情報が当社から他の協業パートナーを含む外部に漏洩することの防
止、または他の協業パートナーとの研究・開発に混入・流用することの防止等を、従業員に徹底する。

＜運用状況の概要＞
・法令および取締役会規則に則り、取締役会議事録を適切に保存および管理している。その他取締役の職務執行に関する

情報については、秘密情報取扱規則等の社内規則に従い、主管部署において、これを適切に保存および管理している。
・個人情報や秘密情報等を適切に管理するため、情報セキュリティ管理に関し、グループCRMOのもと、情報セキュリテ

ィ管理体制および情報セキュリティ関連の社内規則が整備されており、当該体制および規則について役員および従業員
への教育を実施している。

・各部門は当該規則に基づく部門業務規定の整備、教育および運用の推進を行い、年１回管理状況を確認している。
・また、各部門は情報セキュリティに関する施策を実施し、グループCRMOおよび各部門代表者からなる「情報セキュリ

ティ統括会議」で四半期ごとに実施結果を確認している。
・複数の協業パートナーとの協業プロジェクトを同時進行するにあたり各協業パートナーから得た秘密情報の混同または

漏洩を防ぐため、協業情報取扱規則に則り、対象者となった役員および従業員にその順守を徹底させるため、eラーニン
グによる教育を都度速やかに実施している。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
＜決議の内容の概要＞

・「リスク管理規程」に従い、3線防御体制に基づき、第１線である各部門長がリスクオーナーとして業務執行を通じ、グ
ループ企業を含むリスクの予防的取組や顕在化事象への対応を行い、第２線であるグループCRMO・リスクマネジメン
ト部が、グループ全体のリスク管理体制を構築し、第１線によるリスクへの対応を管理・監督する。また、第３線であ
る監査部が部門・グループCRMOから独立した形でリスク管理体制や仕組みの合理性を判断する。

・グループCRMOは、代表取締役および取締役会に対して、定期的にリスク管理の状況について報告し、代表取締役また
は取締役会から指示があった場合には、これに従う。なお、グループCRMOは、自ら必要と判断した場合、代表取締役
および取締役会に対して、随時リスク管理の状況について報告する。

・グループCRMOは、「リスク管理確認会議」を定期的に主催し、リスクの予防的取組の進捗状況、顕在化したリスクを
把握し、対策やリスク認識の不断の見直しを行う。そのリスク管理状況については、取締役会にて定期的に把握・評価
し、また、経営に与える影響が大きい危機に際しては、グループCRMOが責任者となり、その危機対応（体制を含
む。）を決定・実施し、影響の最小化、企業価値毀損の低減を図る。

＜運用状況の概要＞
・3線防御体制をベースとしたグループCRMOによるリスク管理体制の下、リスク管理規程に基づき、第1線は重点リスク

を中心とした「予防的取組」の計画を策定し取組を推進している。
・グループCRMOは第2線として定期的に主催するリスク管理確認会議において、インシデントの把握に努めるととも

に、第1線による「予防的取組」計画の活動状況の確認を実施している。
・第３線である監査部は部門・グループCRMOから独立した形でリスク管理体制や仕組みの合理性を判断している。
・今期は経済情勢変動、製品品質管理 および労働安全等の重点リスクにおいて直ちに事業運営に大きな影響をあたえるイ

ンシデントの発生はなかったものの、今後も継続注視していく。
・重要と認識したインシデントについては、グループCRMO指名メンバーによる対応体制を構築し、部署間連携にて情報

共有や課題解決を適宜実施している。
・グループCRMOは、取締役会および経営会議において、「予防的取組」計画の活動状況やインシデントの対応状況につ

いて定期的に報告を行っている。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
＜決議の内容の概要＞

・会社法第399条の13第６項および定款第25条の規定により、重要な業務執行の決定の全部または一部を取締役に委任す
る。取締役会からの委任を受けた取締役は、「決裁基準規則」およびその他の規則に従い、重要な業務執行を決定する。

・取締役会は、取締役による業務執行の決定の指針となる経営計画等の経営の基本方針を策定するとともに、取締役がそ
れに沿った決定をしているかについてモニタリングする。

・取締役の業務執行を適切にサポートする体制としてCxO（分野別最高責任役員）ならびに執行役員を任命する。
＜運用状況の概要＞

重要な業務執行の決定を取締役会から取締役に委任するとともに、決裁基準規則およびその他の規則に基づき、経営会
議およびその下部会議体に対して適切な権限委譲を行い、業務を効率的に執行している。

・取締役の業務執行の状況は、原則毎月1回および必要都度開催される取締役会の場で報告され、取締役会は、取締役が経
営の基本方針に沿った意思決定を行っていることを確認している。

・取締役会により選任された各執行役員およびCxOは、取締役会が委任した業務を適切かつ効率的に執行している。
(5) 当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
＜決議の内容の概要＞

・当社および当社グループは、社会からその存在価値を認められ、信頼を得るため、経営理念体系として「ISUZU ID」
を掲げるとともに、「コンプライアンスに関するグループ行動基準」を策定し、当社グループの全役員・従業員がこれ
らを踏まえた行動をとるよう適切に対応する。

・当社グループ各社に対し、当該各社に応じた適切なコンプライアンス体制の整備とコンプライアンスの徹底を要請する
とともに適切なリスク管理体制の整備やリスク対応を要請する。

・「グループ企業管理規程」および「グループ企業管理細則」を制定し、当社グループの業務の適正を確保するための体
制の強化に対応する。

・当社経営幹部による、当社グループ各社の経営幹部に対する当該各社の経営状況のモニタリングを継続的に実施すると
ともに、当該各社のコンプライアンスの状況、リスク管理状況および業務の効率性を確保する体制についても報告を受
け、改善すべき点があると認められた場合には、改善を要請する。

・グループ企業の内部監査は、当社「内部監査規程」を準用して実施し、また、事業管理を担当するグループ企業事業管
理管轄部署に対して必要な通知、依頼および報告を行う。ただし、監査機能が設置されているグループ企業について
は、内部監査結果に依拠する。

・金融商品取引法に基づく財務報告の信頼性を確保するための体制を敷く。
＜運用状況の概要＞

・経営理念体系「ISUZU ID」および「コンプライアンスに関する基本的な取り組み方針」ならびに「コンプライアンス
に関するグループ行動基準」を当社および当社グループ企業が遵守するように徹底を図っている。

・グループ企業に対するコンプライアンス推進活動として、国内グループ企業各社のコンプライアンス担当者をメンバー
としたグループ企業コンプライアンス推進会議を原則毎月開催し、グループ企業各社のコンプライアンス体制の整備を
推進するとともに、グループ全体での活動レベルの均一化を図るため、各社間での情報交換による活動内容の共有化を
行い、グループ全体のコンプライアンスのレベルアップを行っている。

・当社および当社グループにおける労働安全の推進のため、取締役社長COOを首座とする安全推進特別委員会を設置し、
安全推進活動に関わる指針・方針設定、浸透策、啓発策等の設定を行っている。

・グループ企業に対するリスク管理活動として、リスク管理体制整備やリスクマネジメントプロセスの実行を推進し、グ
ループ全体のリスク管理のレベルアップを行っている。

・グループ各社の経営状況について、当社経営幹部による各社の経営幹部に対する年次ヒアリングを各社毎に年１回実施
し、合わせて当該各社のコンプライアンスの状況、リスク管理の状況および業務の効率性を確保する体制についても報
告を受けている。

・財務報告に係る内部統制の有効性について、金融庁の実施基準に基づく全社的な内部統制および業務プロセス統制の整
備および運用状況の評価を実施しており、当該評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務状況に係る内部
統制は有効であると判断した。

－ 5 －
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

(6) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
＜決議の内容の概要＞

・監査等委員会からの要請に従い、当社の社内組織として「監査等委員会グループ」を設置し、監査等委員会の職務を補
助すべき使用人を配属する。

＜運用状況の概要＞
・監査等委員会グループを設置し、複数の補助使用人を配属している。業務の内容は監査の実効性確保を目的とした監査

等委員会の職務の補助であり、監査等委員会監査に係る庶務事項ならびに監査等委員会および経営監査会議の事務局業
務等も行っている。

(7) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する
事項

＜決議の内容の概要＞
・監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性および当該使用人に

対する指示の実効性を確保するために、当該使用人を監査等委員会の指揮命令下に置くとともに、その人事異動、人事
考課および賞罰について監査等委員会の事前同意を得る。

＜運用状況の概要＞
・監査等委員会補助使用人規則を制定し、監査等委員会グループ所属員の取締役（監査等委員である取締役を除く）から

の独立性の確保を定めている。
・監査等委員会グループ専任の所属員の配属、異動および人事考課について、事前に監査等委員会の意見を聴取し、監査

等委員会の同意を得て実施している。
(8) 当社およびその子会社の取締役および使用人等が監査等委員会に報告をするための体制
＜決議の内容の概要＞

・監査等委員会に対し、当社および当社グループ各社の取締役（監査等委員である取締役を除く）および執行役員その他
これらに相当する者ならびに従業員が、適宜、当社および当社グループ各社の業務執行の状況および経営状況その他監
査等委員会と協議して定める事項を報告するとともに、監査等委員会の求めに応じて、随時、必要かつ十分な情報を監
査等委員会に開示し、または報告する体制を敷く。

・当社の監査等委員会および当社グループ各社の監査役が相互に連携して当社グループ全体の監査の充実・強化を図るこ
とを目的として定期的に開催する連絡会に対し、適宜協力を行う。

＜運用状況の概要＞
・監査等委員会で定めた当事業年度監査計画および監査等委員会監査の実効性確保に関わる要望事項は、取締役会に報告

され、取締役（監査等委員である取締役を除く）に対し監査等委員会監査への理解と協力が要請された。このなかで、
監査等委員会への報告等に関する体制として、監査等委員会との協議により定めた定例的または臨時的に報告すべき事
項や、内容の定期聴取や閲覧を求める会議議事録、資料等が具体的に提示され、これらの事項は監査等委員会の日常監
査において円滑に実施された。

・監査等委員会から説明や報告の要求があれば応じるように、取締役（監査等委員である取締役を除く）および使用人に
周知しており、必要に応じて監査等委員会に速やかに説明や報告を行っている。

・特定の国内グループ企業の常勤監査役と当社の常勤監査等委員をメンバーとするいすゞグループ常勤監査役連絡会を定
期的に開催し、いすゞグループにおける監査等委員会監査および監査役監査の進め方に関する共有化および情報交換を
行っている。

(9) 監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
＜決議の内容の概要＞

・前項に基づき監査等委員会への報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを
禁止し、その旨を当社および当社グループ各社の役員・従業員に周知徹底する。

＜運用状況の概要＞
・監査等委員会への報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことの禁止を周知徹

底しており、当該理由で不利な取扱いを行った事例は確認されていない。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

(10) 監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用ま
たは債務の処理に係る方針に関する事項

＜決議の内容の概要＞
・監査等委員である取締役がその職務の執行について、当社に対し、費用の前払、償還または債務の弁済の請求等をした

ときは、法令に基づいて、速やかに当該費用または債務を処理する。
・監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、適切な予算を確保する。
＜運用状況の概要＞

・監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用について、発生後円滑に支払っている。
・あらかじめ計上された予算を緊急または臨時に超える場合、監査等委員である取締役がこれを会社に請求することが出

来る体制が整えられている。
(11) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
＜決議の内容の概要＞

・監査部のレポートライン（報告経路）について、取締役会長CEOへのレポートラインに加え、監査等委員会にも直接の
レポートラインを確保する。

・監査部長および指揮命令系統において監査部長の上位に属する役職者の人事異動について監査等委員会の事前同意を得
る。

・監査等委員である取締役が経営会議へ出席する機会を確保する。
・その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制を整備するために、今後とも監査等委員会と

継続的に協議するとともに、当該協議を通じて監査等委員会から要請された事項については、これを実現するために必
要な措置を講ずるよう努める。

＜運用状況の概要＞
・監査部は、「内部統制システム」の基本方針に則り、活動状況を適切に取締役会長CEO及び監査等委員会に報告してい

る。
・監査等委員会は、監査等委員会監査が実効的に行われることを確保するために、取締役会長CEOと定期的に会合し、監

査実施状況の報告、経営方針および経営課題等の聴取等を行い、取締役（監査等委員である取締役を除く）から職務執
行状況を聴取し、監査等委員会の立場から積極的に意見を述べている。また、常勤の監査等委員は経営会議等重要な会
議へ必要に応じて出席することで、職務執行状況を確認している。

・内部統制の監査に係る三者連絡会(監査等委員会、会計監査人、監査部)を定期的に開催し、それぞれの監査計画とその
実施状況について、情報と意見交換を行ったほか、内部監査結果や会計監査結果等について適宜報告を受けるなど、連
係を強化している。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

当社が会社法および会社法施行規則に基づき取締役会で決議した「業務の適正を確保するための体制の整備に関する
基本方針」および取締役会で確認した「運用状況の概要」は、次のとおりであります。

当社は、業務の適正を確保するための体制の構築の基本方針を次のとおりとし、これに基づき体制を整備・維持いた
します。

当社グループが属する自動車業界における型式認証不正等の深刻な法令違反の発生を受け、事業運営上決して犯して
はならない法令違反の発生を未然に防止し、撲滅する事を経営の最重要課題と位置づけ、取締役をはじめとする経営陣
が率先垂範して課題解決に臨む事を改めて明確化するために、内部統制システムの基本方針を見直し、業務の適正を確
保するための体制整備について2025年３月取締役会において、以下のとおり、決議しております。

当社は経営理念体系「ISUZU ID」の下、いすゞグループの従業員一人ひとりが高い視座に立ち、同じ価値観を共有
しながら、一丸となって社会課題の解決に取り組むにあたり、いすゞグループ全体において、健全かつ風通しの良い企
業風土を醸成します。

また、コンプライアンスを支える仕組み作りとして、業務プロセスの中に設けた不正を牽制し、改善を促す仕組みを
強化した上で、不断の改善を継続するとともに、またそれを実践する人財基盤の整備ならびに人財の育成に不断の努力
を払います。

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
・コンプライアンスの徹底を当社の最重要課題と位置付ける。当社における「コンプライアンス」とは、法令遵守はもと

より社会の信頼に応える高い倫理観をもって、全役員・従業員一人ひとりが行動することとし、コストや日程等の職務
執行に関わるあらゆる事情に関わらず、最優先にコンプライアンスの徹底を図ることとする。取締役をはじめとする経
営陣は、率先垂範してコンプライアンス徹底のために不断の努力を払う。

・「コンプライアンスに関する基本的な取り組み方針」、「コンプライアンスに関する行動基準」を全役員・従業員に周
知徹底し、コンプライアンスの実効性を確保する。

・社長COOを委員長とし、重要法令を所管する各部門長をメンバーとした「コンプライアンス委員会」を定期的に開催
し、各種法令違反の未然防止・撲滅にかかる実効的な対策を策定し、各部門ならびにリスクマネジメント部へコンプラ
イアンス活動の推進および体制の整備について指示・助言する。

・リスクマネジメント部は、コンプライアンス委員会による指示・助言を基に、コンプライアンスに係る事項を管理・推
進し、各部門の代表者が出席する「品質・コンプライアンス推進会議」を通じてその活動を全社に展開する。また、監
査部が監査を行うことにより、コンプライアンスに係る内部監査機能を確保する。

・監査部は、「コンプライアンス」、「リスク管理体制」、「コーポレート・ガバナンス」等に関連する経営諸活動の状
況を、独立的な立場で公正かつ客観的に評価し、改善指示・要望を行うことにより、会社が社会から存在価値を認めら
れ信頼を得ること、および会社の経営目標の達成に資することを目的として内部監査を行う。

・取締役会の業務執行監督機能の客観性・中立性・透明性を高めるため、独立した立場の社外取締役を置く。
・反社会的勢力や団体との一切の関係を遮断し、不当な要求等を拒否するため、毅然とした態度で対応する。
・コンプライアンスに関する社内通報・相談の窓口として、3つの相談窓口（職場窓口、部門内窓口、全社窓口）を設置す

る。また、何らかの理由で社内相談窓口での相談・解決が難しい場合の対応として、外部の弁護士事務所に目安箱（社
外相談窓口）を設置する。また、これら窓口への内部通報者に対しての不利益がないよう、通報者の保護を徹底し、コ
ンプライアンス上の疑問・懸念・違反を安心して通報できるよう、通報者の心理的安全性の確保に努める。

　なお、2025年３月27日開催の取締役会の決議により、基本方針を一部改定しました。（施行日：

2025年４月１日）

　改定後の内容は、以下のとおりであります。（下線部は変更箇所）
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
・法令および「取締役会規則」その他の社内規則に従い、取締役会議事録その他の取締役の職務執行に関する情報につい

て、情報ごとにこれを保存および管理すべき主管部署を定め、当該主管部署において、これを適切に保存および管理す
るとともに、秘密情報については、法令および「秘密情報取扱規則」に従い、秘密情報管理統括責任者が、これを適切
に管理する。また、監査等委員会の要請に応じてその閲覧に供する。

・情報管理および情報セキュリティ管理については、「グループ情報セキュリティ方針」に従い、各部門によるセキュリ
ティ対策実施状況をCRMOおよび各部門代表者からなる「情報セキュリティ統括会議」が評価することによって適切な
情報管理体制を敷き、その状況について適宜取締役会に報告することにより、情報管理を徹底する。

・当社と協業パートナーとの信頼関係を損なう事態に至ることを防止することを目的として、「協業情報取扱規則」を制
定している。これにより、協業パートナーの秘密情報が当社から他の協業パートナーを含む外部に漏洩することの防
止、または他の協業パートナーとの研究・開発に混入・流用することの防止等を、従業員に徹底する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・「リスク管理規程」に従い、3線防御体制に基づき、第１線である各部門長がリスクオーナーとして業務執行を通じ、グ

ループ企業を含むリスクの予防的取組や顕在化事象への対応を行い、第２線であるCRMO・リスクマネジメント部が、
グループ全体のリスク管理体制を構築し、第１線によるリスクへの対応を管理・監督する。また、第３線である監査部
が部門・CRMOから独立した形でリスク管理体制や仕組みの合理性を判断する。

・CRMOは、代表取締役および取締役会に対して、定期的にリスク管理の状況について報告し、代表取締役または取締役
会から指示があった場合には、これに従う。なお、CRMOは、自ら必要と判断した場合、代表取締役および取締役会に
対して、随時リスク管理の状況について報告する。

・CRMOは、「リスク管理確認会議」を定期的に主催し、他社不正の状況等も踏まえて当社の各事業を取り巻くリスクを
洗い出した上で、リスクの予防的取組の設定・進捗状況および顕在化したリスクを把握し、対策やリスク認識の不断の
見直しを行う。そのリスク管理状況については、取締役会にて定期的に把握・評価し、また、経営に与える影響が大き
い危機に際しては、CRMOが責任者となり、その危機対応（体制を含む。）を決定・実施し、影響の最小化、企業価値
毀損の低減を図る。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・会社法第399条の13第６項および定款第25条の規定により、重要な業務執行の決定の全部または一部を取締役に委任す

る。取締役会からの委任を受けた取締役は、「決裁基準規則」およびその他の規則に従い、重要な業務執行を決定す
る。

・取締役会は、取締役による業務執行の決定の指針となる経営計画等の経営の基本方針を策定するとともに、取締役がそ
れに沿った決定をしているかについてモニタリングする。

・取締役の業務執行を適切にサポートする体制としてCxO（分野別最高責任役員）ならびに執行役員を任命する。
(5) 当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社および当社グループは、社会からその存在価値を認められ、信頼を得るため、経営理念体系として「ISUZU ID」
を掲げるとともに、「コンプライアンスに関するグループ行動基準」を策定し、当社グループの全役員・従業員がこれ
らを踏まえた行動をとるよう適切に対応する。

・当社グループ各社に対し、当該各社に応じた適切なコンプライアンス体制の整備とコンプライアンスの徹底を要請する
とともに適切なリスク管理体制の整備やリスク対応を要請する。

・「グループ企業管理規程」および「グループ企業管理細則」を制定し、当社グループの業務の適正を確保するための体
制の強化に対応する。

・当社経営幹部による、当社グループ各社の経営幹部に対する当該各社の経営状況のモニタリングを継続的に実施すると
ともに、当該各社のコンプライアンスの状況、リスク管理状況および業務の効率性を確保する体制についても報告を受
け、改善すべき点があると認められた場合には、改善を要請する。

・グループ企業の内部監査は、当社「内部監査規程」を準用して実施し、また、事業管理を担当するグループ企業事業管
理管轄部署に対して必要な通知、依頼および報告を行う。ただし、監査機能が設置されているグループ企業について
は、内部監査結果に依拠する。

・金融商品取引法に基づく財務報告の信頼性を確保するための体制を敷く。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

(6) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
・監査等委員会からの要請に従い、当社の社内組織として「監査等委員会グループ」を設置し、監査等委員会の職務を補

助すべき使用人を配属する。
(7) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する
事項

・監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性および当該使用人に
対する指示の実効性を確保するために、当該使用人を監査等委員会の指揮命令下に置くとともに、その人事異動、人事
考課および賞罰について監査等委員会の事前同意を得る。

(8) 当社およびその子会社の取締役および使用人等が監査等委員会に報告をするための体制
・監査等委員会に対し、当社および当社グループ各社の取締役（監査等委員である取締役を除く）および執行役員その他

これらに相当する者ならびに従業員が、適宜、当社および当社グループ各社の業務執行の状況および経営状況その他監
査等委員会と協議して定める事項を報告するとともに、監査等委員会の求めに応じて、随時、必要かつ十分な情報を監
査等委員会に開示し、または報告する体制を敷く。

・当社の監査等委員会および当社グループ各社の監査役が相互に連携して当社グループ全体の監査の充実・強化を図るこ
とを目的として定期的に開催する連絡会に対し、適宜協力を行う。

(9) 監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
・前項に基づき監査等委員会への報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを

禁止し、その旨を当社および当社グループ各社の役員・従業員に周知徹底する。
(10) 監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用ま

たは債務の処理に係る方針に関する事項
・監査等委員である取締役がその職務の執行について、当社に対し、費用の前払、償還または債務の弁済の請求等をした

ときは、法令に基づいて、速やかに当該費用または債務を処理する。
・監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、適切な予算を確保する。
(11) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査部のレポートライン（報告経路）について、取締役会長CEOへのレポートラインに加え、監査等委員会にも直接の
レポートラインを確保する。

・監査部長および指揮命令系統において監査部長の上位に属する役職者の人事異動について監査等委員会の事前同意を得
る。

・監査等委員である取締役が経営会議へ出席する機会を確保する。
・その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制を整備するために、今後とも監査等委員会と

継続的に協議するとともに、当該協議を通じて監査等委員会から要請された事項については、これを実現するために必
要な措置を講ずるよう努める。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 40,644 43,304 1,132,211 △53,133 1,163,027
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △70,923 △70,923
親会社株主に帰属
する当期純利益 134,363 134,363
連結子会社の決算
期変更に伴う増減 109 109
自己株式の取得 △75,605 △75,605
自己株式の処分 1,388 1,388
自己株式の消却 △124,986 124,986 －
利益剰余金から資
本剰余金への振替 124,986 △124,986 －
連結子会社株式の売
却に伴う持分の増減 △844 △5,016 △5,861
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額）

連結会計年度中の変動額合計 － △844 △66,454 50,769 △16,529
当期末残高 40,644 42,460 1,065,757 △2,364 1,146,498

その他の包括利益累計額 非支配
株主持分

純資産
合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 82,646 △60 83,952 123,830 7,299 297,668 198,333 1,659,029
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △70,923
親会社株主に帰属
する当期純利益 134,363
連結子会社の決算
期変更に伴う増減 109
自己株式の取得 △75,605
自己株式の処分 1,388
自己株式の消却 －
利益剰余金から資
本剰余金への振替 －
連結子会社株式の売
却による持分の増減 △5,861
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額） △26,049 223 △1,201 21,701 3,983 △1,343 △34,744 △36,087

連結会計年度中の変動額合計 △26,049 223 △1,201 21,701 3,983 △1,343 △34,744 △52,615
当期末残高 56,597 162 82,751 145,531 11,282 296,325 163,589 1,606,413
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示してあります。
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連結注記表

⑶ 連結の範囲の変更 ①株式会社ＩＪＴＴ（以下「旧ＩＪＴＴ」）の自己株式取得によ
る当社が保有する全ての旧ＩＪＴＴの普通株式の譲渡、及び旧Ｉ
ＪＴＴの株主である、スパークス・グループ株式会社が無限責任
組合員をつとめる日本モノづくり未来投資事業有限責任組合が発
行済株式の全てを所有するＡＲＴＳ－１株式会社（以下「ＡＲＴ
Ｓ－１」）への再出資の実施を行ったことで、旧ＩＪＴＴ、ＰＴ
エイジアンいすゞキャスティングセンターは連結子会社から持分
法適用関連会社へ変更し、トーカイ株式会社、ＩＪＴＴ(タイラ
ンド)カンパニーリミテッド、自動車部品インドネシアは連結の
範囲から除外しています。
②アイ・シー・エンジニアリング株式会社は、株式の追加取得に
より、持分法適用関連会社から連結子会社としています。
③いすゞディーゼルサービスオブアメリカインクは清算結了によ
り、連結の範囲から除外しています。
④ＵＤフィナンシャルサービス株式会社はいすゞリーシングサー
ビス株式会社に吸収合併されたため連結の範囲から除外していま
す。

連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１. 連結の範囲に関する事項
⑴ 連結子会社の数 91社
⑵ 主要な連結子会社の名称 いすゞ自動車販売㈱

いすゞ自動車近畿㈱
いすゞ自動車首都圏㈱
ＵＤトラックス㈱
いすゞ モーターズ アメリカ エルエルシー
泰国いすゞ自動車㈱

⑷ 主要な非連結子会社の名称 いすゞモーター北海道㈱
⑸ 連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、いずれも小規模であり、また、総資産・売上高

ならびに当期純損益・利益剰余金(持分相当額)等の合計額が連結
会社の総資産・売上高ならびに当期純損益・利益剰余金(持分相
当額)等に占める割合はいずれも僅少であり、連結計算書類に重
要な影響を与えないため連結の範囲から除外しています。

２. 持分法の適用に関する事項
⑴ 持分法適用会社の数 51社
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連結注記表

⑶ 持分法の適用範囲の変更 ①旧ＩＪＴＴの自己株式取得による当社が保有する全ての旧Ｉ
ＪＴＴの普通株式の譲渡、及び旧ＩＪＴＴの株主である、スパ
ークス・グループ株式会社が無限責任組合員をつとめる日本モ
ノづくり未来投資事業有限責任組合が発行済株式の全てを所有
するＡＲＴＳ－１への再出資の実施を行ったことで、ＡＲＴＳ
－１は持分法適用関連会社とし、旧ＩＪＴＴ、ＰＴエイジアン
いすゞキャスティングセンターは連結子会社から持分法適用関
連会社へ変更となりました。その後ＡＲＴＳ－１を存続会社、
旧ＩＪＴＴを消滅会社とする吸収合併により、旧ＩＪＴＴを持
分法適用の範囲から除外しています。なお、当社の持分法適用
関連会社であるＡＲＴＳ－１は株式会社ＩＪＴＴに社名変更し
ています。
②アイ・シー・エンジニアリング株式会社は、株式の追加取得
により、持分法適用関連会社から連結子会社としています。

⑵ 主要な持分法適用会社の名称
非連結子会社 いすゞ保険サービス㈱
関連会社 ジェイ・バス㈱

㈱ＩＪＴＴ

⑷ 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称
非連結子会社 いすゞモーター北海道㈱
関連会社 鈴木運輸㈱

⑸ 持分法を適用しない理由 上記の非連結子会社及び関連会社については、いずれも連結計算
書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としてもその影響の重
要性が乏しいため、持分法適用の範囲から除外しています。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、在外子会社10社の決算日は、主として12月31日です。連結計算書類の作成にあた
っては、決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要
な調整を行っています。また、国内子会社29社、在外子会社52社の決算日は連結決算日と一致していま
す。
　なお、連結子会社のうち決算日が12月31日であった、五十鈴汽車工程柴油机(上海)有限公司、いすゞモ
ーターズサウジアラビアカンパニーリミテッドは同日現在の計算書類を利用し、連結決算日との間に生じ
た重要な取引について必要な調整を行っていましたが、当連結会計年度より連結決算日である３月31日に
本決算に準じた仮決算を行い連結する方法に変更しています。
　これに伴い、五十鈴汽車工程柴油机(上海)有限公司については、当連結会計年度は2024年４月１日から
2025年3月31日までの12か月間を連結しています。なお、当該連結子会社の2024年１月１日から2024
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連結注記表

年３月31日までの損益については、利益剰余金の増減として調整しています。
　また、いすゞモーターズサウジアラビアカンパニーリミテッドについては、2024年１月１日から2025
年３月31日までの15か月決算となっています。この変更による連結計算書類に与える影響は軽微です。

４. 会計方針に関する事項
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
①市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）
②市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
①連結計算書類作成会社 総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法)
②連結子会社 主として、個別法による原価法(貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法)

－ 14 －



2025/06/02 10:15:51 / 24177522_いすゞ自動車株式会社_招集通知

連結注記表

①有形固定資産
（リース資産を除く）

主として、定額法。一部、定率法によっています。

②無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法。なお、無形固定資産に含まれる「ソフトウエア」の減価
償却方法は、社内における利用可能期間（５年～15年）に基づ
く定額法によっています。

⑶ デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

⑷ 固定資産の減価償却の方法

③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リ
ース期間を耐用年数とした定額法を採用しています。なお、残存
価額については、リース契約上に残価保証の取り決めがあるもの
は当該残価保証額とし、それ以外のものは零としています。

⑸ 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結

子会社は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しています。また在外連結子会社は、個別判定で計上
しています。なお、連結会社相互の債権・債務を相殺消去したこ
とに伴う貸倒引当金の調整計算を実施しています。

②賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるための引当であり、当連結会計年度に
負担すべき支給見込額を計上しています。

③役員賞与引当金 役員の賞与支給に充てるための引当であり、当連結会計年度に負
担すべき支給見込額を計上しています。

④製品保証引当金 製品のアフターサービスに対する費用の支出に充てるための引当
であり、保証書の約定に従い、過去の実績を基礎にして計上して
います。

⑤メンテナンス引当金 リース契約等に基づき、リース期間中に発生が見込まれるリース
車両整備費用等のメンテナンス原価の支出に備えるため、発生見
込総額のうち既経過リース期間に対応する額を計上しています。

⑥役員株式給付引当金 取締役等への当社株式の給付に充てるための引当であり、当連結
会計年度に負担すべき給付見込額を計上しています。

⑹ 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨
に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換
算調整勘定及び非支配株主持分に含めています。
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連結注記表

⑺ 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

a. 為替予約及び通貨オプション
　振当処理（要件を満たしていないものを除く）

b. 金利スワップ、金利オプション
　繰延ヘッジ処理または金融商品に関する会計基準に定める特例処理

②ヘッジ手段とヘッジ対象
a. ヘッジ手段
　金利スワップ、金利オプション、為替予約取引、通貨オプション

b. ヘッジ対象
　外貨建債権債務、借入金

③ヘッジ方針
当社は、将来の市場価格の変動に対するリスクヘッジとしてデリバティブ取引を導入しており、外
貨建債権債務、借入金の範囲で利用しています。

④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判定を行っていま
す。ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しています。

⑤その他
当社内にはデリバティブ取引に関する内規があり、内規には取引の目的、内容、保有限度、報告体
制等を定めており、これに基づいて取引及びリスク管理を行っています。
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⑻ 重要な収益及び費用の計上基準
①ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっています。
②収益及び費用の計上基準
　当社グループは、国内外において、大型トラック・バス（以下「大型・中型CV」）、小型トラッ
ク（以下「小型CV」）、ピックアップトラック及びその派生車（以下「LCV」）のほか、産業用エ
ンジン、トランスミッション及び駆動系のコンポーネントを中心としたパワートレイン、部品の販
売、整備・サービス及び中古車の販売等（以下「その他」）を主要な事業としています。
　国内向けの大型・中型CV、小型CV、産業用エンジン、コンポーネント及び部品等の販売について
は、顧客が当該製品に対する支配を獲得し履行義務が充足される、主に引渡時等に収益を認識してい
ます。
　海外向けの大型・中型CV、小型CV、LCV、産業用エンジン、コンポーネント及び部品等の販売
については、顧客が当該製品に対する支配を獲得し履行義務が充足される、製品を船積みした時点等
に収益を認識しています。
　整備・サービス及び中古車の販売等については、サービス提供が完了した時点又は顧客が当該製品
に対する支配を獲得し履行義務が充足される、引渡時等で収益を認識しています。
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⑼ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間を見積もり、原則としてその計上後20年以内の期
間で定額法により償却を行っています。

⑽ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る負債の計上基準
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づ
き、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しています。なお、退職給付債務の算定にあた
り、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によ
っています。過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として
10年）による定額法により費用処理しています。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法または定率法により
按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部にお
けるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しています。
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5. 会計方針の変更
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しています。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基
準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(２)ただ
し書きに定める経過的な取扱いに従っています。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響
はありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計
算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期
首から適用しています。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の
連結計算書類となっています。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響
はありません。

（「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」の適用）
　「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告
第46号　2024年３月22日）等を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変
更による連結計算書類への影響は軽微であります。
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連結貸借対照表計上額

市場措置（リコール等）に関連する未払費用 19,012百万円

6. 会計上の見積りに関する注記
市場措置（リコール等）に関連する債務
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、国内外の各工場で世界的に認められている厳格な品質管理基準に従って各種の

製品を製造しています。品質の維持及び改善のため、当社グループは「品証・ＣＳ委員会」を通じ
て、不具合情報の早期発見と共有、品質向上のための全社横断的検討、全社的な品質マネジメント
の運用状況の監視を実施しています。

当社グループでは、製品のリコール等が発生した際にその費用の支出に充てるために、未払費用
を計上しています。

当該未払費用は、リコール等となる見積り対象台数に台当たり市場措置額を乗じることで算出し
ています。

リコール等に関連する債務の算出に用いた主要な仮定は、個別案件ごとの見積り対象台数、台当
たり市場措置額です。

見積り対象台数は、主務官庁への届出等に基づく台数に個別の無償補修作業の実施率を考慮する
こと等によって算出をしています。台当たり市場措置額は、主務官庁への届出等に基づく個別の無
償補修作業に必要となる部品代、作業工数等を見積ることによって算出しています。

これらについて、当社グループは個々のリコール等に対する実際の費用の発生状況を精査するこ
とによって継続的に見直しています。

当社グループは、リコール等に関連する債務について妥当な算定ができており、これまでの実際
の結果と算定額に重要な乖離はありません。

しかしながら、リコール等に関連する債務の見積りにあたっては、主要な仮定の見積りにおいて
不確実性が存在することから、実際のリコール等の費用が見積りの金額から乖離した場合等におい
ては、見積り額の修正が必要となる可能性があります。

また、万が一大規模なリコール等を新たに実施する場合には、当社グループの業績及び財政状態
に大きな悪影響を及ぼす可能性があります。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 1,269,713百万円

連結貸借対照表に関する注記

２. 事業用土地の再評価
　当社は、「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（1999年３月31日　法律第24号）に基
づき、事業用土地の再評価を行っています。この評価差額のうち、当該評価差額に係る税金相当額を「再
評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として
純資産の部に計上しています。
　再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額と
の差額は、51,445百万円です。
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普通株式 713,526,569株

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2024年６月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 36,790 49円00銭 2024年

３月31日
2024年

６月27日
2024年11月11日

取締役会 普通株式 利益剰余金 34,132 46円00銭 2024年
９月30日

2024年
11月29日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 32,820 46円00銭 2025年

３月31日
2025年

６月27日

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当連結会計年度の末日における種類ごとの発行済株式の総数

２. 剰余金の配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

　当社では、資金運用については預金の一部に限定し、また、資金調達については、主に銀行から借入、
社債及びコマーシャル・ペーパーの発行を行っています。受取手形、売掛金及び契約資産にかかる顧客の
信用リスクに関しては、当社の経理規程に従い、常に取引先に対する債権残高に注意をしています。投資
有価証券は主に資本関係を有する企業の株式であり、当社の有価証券に関する規程に従い、時価を管理し
ています。デリバティブは、将来の市場価格の変動に対するリスクを回避するために、外貨建債権債務及
び借入金の範囲で利用しています。

２. 金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日（当連結会計年度末）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりです。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれていません。（（注）参照）
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連結貸借対照表
計上額（※２） 時価（※２） 差額

⑴ リース債権及び
リース投資資産 257,429 253,796 (3,632)

⑵ 投資有価証券（※３） 184,576 175,435 (9,140)

⑶ 社債（※４） (110,000) (108,416) 1,584

⑷ 長期借入金（※５） (427,378) (420,675) 6,702

⑸ デリバティブ取引（※６） 255 255 －

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 9,318

非連結子会社及び関連会社 80,634

投資事業有限責任組合 50

（単位：百万円）

(※１)「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債
務」、「短期借入金」及び「未払費用」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似するものであることから記載を省略しています。

(※２)負債に計上されているものについては、(　)で示しています。
(※３)投資有価証券には、持分法適用の上場関連会社株式を含めており、差額は当該株式の時価評価によるも

のです。
(※４)社債については、１年内償還予定の社債も含めて示しています。
(※５)長期借入金については、１年内返済予定の長期借入金も含めて示しています。
(※６)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しています。

(注)市場価格のない株式等は、「⑵　投資有価証券」には含めていません。当該金融商品の連結貸借対照表計
上額は以下のとおりです。

３. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しています。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定された時価
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区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 153,977 － 747 154,724

デリバティブ取引
　通貨関連 － 255 － 255

資産計 153,977 255 747 154,979

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リース債権及びリース投資資産 － － 253,796 253,796

投資有価証券 20,710 － － 20,710

資産計 20,710 － 253,796 274,506

社債 － (108,416) － (108,416)

長期借入金 － (420,675) － (420,675)

負債計 － (529,091) － (529,091)

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（2）時価で連結貸借対照表に計上している以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
リース債権及びリース投資資産
　一定の期間ごとに区分した債権を、満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現
在価値によって算定しており、レベル3の時価に分類しています。

投資有価証券
　上場株式の時価については、活発な市場における相場価格に基づき算定しており、レベル１の時価に分
類しています。また、非上場株式の時価については、純資産価値に基づく評価技法等により算定してお
り、レベル３の時価に分類しています。
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社債
　相場価格に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しています。

長期借入金
　元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しており、レベル２
の時価に分類しています。

デリバティブ取引
　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しています。
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大型・中型
CV 小型CV LCV 産業用エン

ジン その他 合計

国内 475,890 184,561 - 53,207 399,850 1,113,508

海外 391,990 558,923 739,649 51,929 220,895 1,963,388

顧客との契約か
ら認識した収益 867,880 743,484 739,649 105,136 620,745 3,076,896

その他の源泉か
ら認識した収益 131,187

合計 3,208,084

賃貸等不動産に関する注記
　金額的重要性がないため省略しています。

収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりです。

（単位：百万円）

（注）１．「ＣＶ」及び「ＬＣＶ」はそれぞれ「商用車（トラック及びバス）」並びに「ピックアップトラッ
ク及び派生車」を示しています。

　　　２．その他には部品の販売、整備・サービス、中古車の販売及びコンポーネント等が含まれています。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社グループは、大型・中型CV、小型CV、LCVを中心としたCV・LCV及び産業用エンジン等を販売し
ており、国内、海外の販売会社及び需要者を顧客としています。
　産業用エンジンは、国内及び海外の産業機械メーカーを顧客としています。
　当社グループは、販売手数料等の顧客に支払われる対価の一部について、取引価格から減額しています。
　製品の販売及びサービスの提供に係る対価は、製品に対する支配が顧客に移転してから概ね１年以内に受領
しており、重要な金融要素は含んでいません。
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当連結会計年度期首
（2024年４月１日）

当連結会計年度末
（2025年３月31日）

顧客との契約から生じた債権　(注)1 396,285 369,608
契約負債　　　　　　　　　　(注)2 12,378 18,867

当連結会計年度末
（2025年３月31日）

１年以内 110,254
１年超 50,501
合計 160,756

１株当たり純資産額 2,026円43銭
１株当たり当期純利益 183円02銭

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約残高
　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の期首残高及び期末残高は以下のとおりです。

（単位：百万円）

（注）１　連結貸借対照表の受取手形及び売掛金に含まれています。なお、貸倒引当金控除前の金額です。
（注）２　連結貸借対照表のその他（流動負債）に含まれています。
　契約負債は主に、製品の引渡前に当社グループが顧客から受け取った対価であり、当社グループが履行義務
を充足した時点で収益に振り替えられます。
　当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、8,257百万円で
す。
　なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収益の
額に重要性はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当連結会計年度末における未充足の履行義務に配分された取引価格の総額及び収益の認識が見込まれている
期間別の内訳は以下のとおりです。

（単位：百万円）

　上記の表には、実務上の便法を適用し、当初の予想期間が１年以内の残存履行義務に関する情報は含めてい
ません。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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連結注記表

その他の注記
子会社株式売却損
　当社は、2024年４月26日付けで、当社の連結子会社であった旧ＩＪＴＴの自己株式取得による当社が保有す
る全ての旧ＩＪＴＴの普通株式の譲渡、及び旧ＩＪＴＴの株主である、スパークス・グループ株式会社が無限責
任組合員をつとめる日本モノづくり未来投資事業有限責任組合が発行済株式の全てを所有するＡＲＴＳ－１への
再出資を実施いたしました。
　これにより、子会社株式売却損として6,390百万円を特別損失に計上しています。

自己株式の取得及び消却
　当社は、2024年８月７日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され
る同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議するとともに、会社法第178条の規定に基づ
き、自己株式を消却することを決議いたしました。また、上記取締役会決議に基づき、自己株式の取得及び消却
を下記のとおり実施いたしました。

１．自己株式の取得及び消却を行う理由
　2030年代に向けた成長投資を積極的に実行すると同時に、適正な自己資本水準を意識し、資本効率を向上さ
せるために、自己株式の取得と消却を行うものです。

２．取得に係る事項の内容
　① 取得対象株式の種類　　：普通株式
　② 取得し得る株式の総数　：45,000,000株（上限）
　　 　　　　　　　　　　　 （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合6.0％）
　③ 株式の取得価額の総額　：75,000,000,000円（上限）
　④ 取得期間　　　　　　　：2024年８月８日～2025年３月31日
　⑤ 取得方法　　　　　　　：取引一任契約に基づく市場買付

３．自己株式の取得結果
　① 取得対象株式の種類　　：普通株式
　② 取得した株式の総数　　：37,346,900株
　③ 株式の取得価額の総額　：74,999,978,808円
　④ 取得期間　　　　　　　：2024年８月８日～2025年２月27日

４．自己株式の消却
　① 消却した株式の種類　　：普通株式
　② 消却した株式の総数　　：37,346,900株
　　　　　　　　　　　　　　 （消却前発行済株式総数に対する割合5.0%）
　③ 消却後の発行済株式数　：713,526,569株
　④ 消却日　　　　　　　　：2025年３月27日
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当期首残高 40,644 49,855 － 49,855 743,606 743,606 △53,099 781,006
事業年度中の変動
額
剰余金の配当 △70,923 △70,923 △70,923
当期純利益 77,672 77,672 77,672
自己株式の取得 △75,604 △75,604
自己株式の処分 1,388 1,388
自己株式の消却 △124,986 △124,986 124,986 －
利益剰余金から
資本剰余金への
振替

124,986 124,986 △124,986 △124,986 －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

事業年度中の変動額
合計 － － － － △118,237 △118,237 50,770 △67,467
当期末残高 40,644 49,855 － 49,855 625,368 625,368 △2,329 713,539

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 評価・換算
差額等合計

当期首残高 80,909 △60 83,952 164,800 945,807
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △70,923
当期純利益 77,672
自己株式の取得 △75,604
自己株式の処分 1,388
自己株式の消却 －
利益剰余金から
資本剰余金への
振替

－

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △26,550 223 △1,201 △27,527 △27,527

事業年度中の変動額合計 △26,550 223 △1,201 △27,527 △94,995
当期末残高 54,359 162 82,751 137,272 850,812
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示してあります。
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個別注記表

⑴ 有形固定資産
（リース資産を除く）

定額法。なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産につい
ては、３年間で均等償却しています。

⑵ 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法。なお、無形固定資産に含まれる「ソフトウエア」の減価
償却方法は、社内における利用可能期間（５～15年間）に基づ
く定額法によっています。

個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 有価証券の評価基準及び評価方法
⑴ 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法（一部について評価減を行っています）
⑵ その他有価証券
①市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）
②市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

２. デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

３. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法）

４. 固定資産の減価償却の方法

⑶ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リ
ース期間を耐用年数とした定額法を採用しています。なお、残存
価額については、リース契約上に残価保証の取り決めがあるもの
は当該残価保証額とし、それ以外のものは零としています。

５. 重要な引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上していま
す。

⑵ 賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるための引当であり、当事業年度に負担
すべき支給見込額を計上しています。

⑶ 役員賞与引当金 役員の賞与支給に充てるための引当であり、当事業年度に負担す
べき支給見込額を計上しています。
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個別注記表

⑷ 製品保証引当金 製品のアフターサービスに対する費用の支出に充てるための引当
であり、保証書の約定に従い、過去の実績を基礎にして計上して
います。

⑸ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末において発生し
ていると認められる額を計上しています。なお、退職給付債務の
算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっています。過去勤務
費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（１年）による定額法により費用処理しています。数理計算上の
差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしています。

⑹ 役員株式給付引当金 取締役等への当社株式の給付に充てるための引当であり、当事業
年度に負担すべき給付見込額を計上しています。

６. 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

７. 重要なヘッジ会計の方法
⑴ ヘッジ会計の方法 a.為替予約及び通貨オプション

振当処理（要件を満たしていないものを除く）
b.金利スワップ、金利オプション
繰延ヘッジ処理または金融商品に関する会計基準に定める特例
処理

⑵ ヘッジ手段とヘッジ対象 a.ヘッジ手段
金利スワップ、金利オプション、為替予約取引、通貨オプショ
ン
b.ヘッジ対象
外貨建債権債務、借入金

⑶ ヘッジ方針 当社は、将来の市場価格の変動に対するリスクヘッジとしてデリ
バティブ取引を導入しており、外貨建債権債務、借入金の範囲で
利用しています。

⑷ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比
較して有効性の判定を行っています。ただし、特例処理によって
いる金利スワップについては有効性の評価を省略しています。
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個別注記表

貸借対照表計上額

市場措置（リコール等）に関連する未払費用 14,065百万円

⑸ その他 当社内にはデリバティブ取引に関する内規があり、内規には取引
の目的、内容、保有限度、報告体制等を定めており、これに基づ
いて取引及びリスク管理を行っています。

８. 収益及び費用の計上基準
　当社は国内外において、大型トラック・バス（以下「大型・中型CV」）、小型トラック（以下「小型
CV」）といったCVのほか、産業用エンジン、トランスミッション及び駆動系のコンポーネントを中心と
したパワートレイン（以下「エンジン・コンポーネント」）、部品の販売を主要な事業としています。
　国内向けの大型・中型CV、小型CV、産業用エンジン・コンポーネント及び部品等の販売については、
顧客が当該製品に対する支配を獲得し履行義務が充足される、引渡時等に収益を認識しています。
　海外向けの大型・中型CV、小型CV、産業用エンジン・コンポーネント及び部品等の販売については、
顧客が当該製品に対する支配を獲得し履行義務が充足される、製品を船積みした時点等に収益を認識して
います。

９. 繰延資産の処理方法
支出時に全額費用として処理する方法を採用しています。

10. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用

の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの
会計処理の方法と異なっています。

11. 会計上の見積りに関する注記
市場措置（リコール等）に関連する債務
①当事業年度の計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①の金額の算出方法は、「連結注記表　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関す

る注記　６．会計上の見積りに関する注記　市場措置（リコール等）に関連する債務」の内容と同
一のため、注記を省略しています。
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個別注記表

会計方針の変更
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しています。
　法人税等の計上区分に関する改正について、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な
取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。）第
65－２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っています。なお、当該会計方針の変更による計算書類
への影響はありません。

　（グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」の適用）
　「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46
号　2024年３月22日）等を当事業年度の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変更による計算
書類への影響は軽微であります。

表示方法の変更
　（損益計算書）
　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「寄付金」は、金額的重要性が増したた
め、当事業年度より区分掲記しています。

　前事業年度において、区分掲記していた「営業外費用」の「支払補償費」は金額的重要性が乏しくなったた
め、当事業年度から「営業外費用」の「その他」に含めております。
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個別注記表

１. 有形固定資産の減価償却累計額 579,429百万円

短期金銭債権 381,102百万円
長期金銭債権 173,426百万円
短期金銭債務 120,536百万円
長期金銭債務 208百万円

売上高 1,286,611百万円
仕入高 500,491百万円
販売費及び一般管理費 73,711百万円
営業取引以外の取引高 110,062百万円

普通株式 1,473,317株

貸借対照表に関する注記

２. 関係会社に対する金銭債権債務

３. 事業用土地の再評価
　「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（1999年3月31日　法律第24号）に基づき、事
業用土地の再評価を行っています。この評価差額のうち、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係
る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の
部に計上しています。
　再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との差
額は、51,445百万円です。

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類と数

（注）自己株式数には、取締役等を受益者とする信託が保有する1,430,430株を含めています。
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個別注記表

繰延税金資産
未払費用見積計上 8,952百万円
製品保証引当金 4,025百万円
賞与引当金 3,548百万円
未払事業税 77百万円
棚卸資産評価減 855百万円
退職給付引当金 12,928百万円
投資評価減 12,487百万円
資産除去債務 1,000百万円
その他 11,984百万円
評価性引当額 △30,625百万円

繰延税金資産合計 25,231百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 23,803百万円
資産除去債務に対応する除去費用 600百万円
受取配当金 779百万円
その他 283百万円

繰延税金負債合計 25,465百万円
繰延税金負債の純額 234百万円

法定実効税率 30.6％
（調整）
評価性引当額の増減等 13.9％
外国源泉税額 1.2％
受取配当益金不算入 △37.1％
グループ通算制度による影響 5.4％
その他 △0.2％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.9％

税効果会計に関する注記
１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

３.　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立した
　ことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われること
　になりました。
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　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資
産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は18百万円

減少し、法人税等調整額が654百万円、その他有価証券評価差額金が673百万円、それぞれ減少しており
ます。
　また、再評価に係る繰延税金負債は1,201百万円増加し、土地再評価差額金が同額減少しております。
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会社等の名称
議決権等の
所 有 ・
被所有割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額
（百万円） 科 目 期末残高

（百万円）

いすゞ自動車販売㈱ 直接
100.0%

製品の販売
資金の貸付

車両・部品の販売
（注1） 539,364 売 掛 金 116,255

資金の貸付
（注2) 388,114

短期貸付金 41,031
資金の回収 399,048

資金の貸付
（注2) 7,000 長期貸付金 75,536

ＵＤトラックス㈱ 直接
100.0%

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
（注2) 215,953

短期貸付金 85,448
資金の回収 203,148

資金の回収 10,000 長期貸付金
（注3） 105,300

いすゞ自動車ｲﾝﾀｰﾅ
ｼｮﾅﾙFZE

直接
100.0% 製品の販売 車両・部品の販売

（注1） 122,241 売 掛 金 19,158

いすゞオーストラ
リアリミテッド

直接
100.0% 製品の販売 車両・部品の販売

（注1） 92,368 売 掛 金 17,187

関連当事者との取引に関する注記
子会社

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注 1）価格その他の取引条件は、市場価格等を十分に勘案し、交渉の上で決定しています。
（注 2）資金の貸付については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しています。また短期貸付金の一部に

ついては、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引です。
（注 3）長期貸付金については、１年内回収予定の長期貸付金を含めています。

収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表【収益認識に関する
注記】」に同一の内容を記載していますので注記を省略しています。
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１株当たり純資産額 1,194円87銭
１株当たり当期純利益 105円79銭

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

以　上

－ 38 －


